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01 県における総住宅数、総世帯数及び１世帯当たりの住宅数の推移

■1998年以降１世帯当たりの住宅数はおおむね横ばい傾向。

■住宅ストック数は、総世帯に対して約１１％多く、量的には充足。
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02 県における住宅の建て方別割合の推移

■共同住宅と一戸建て住宅の割合は1993年に逆転。

■2023年では、共同住宅(243万戸 57.0％)、一戸建て（174万戸 40.7％）で共同住宅の割合が高い。
（全国 共同住宅 44.8％）
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03 県における建築の時期別住宅数 (ストックベース)

■1981年以降に建築された住宅(新耐震)が331.6万戸（77.6％）で約８割を占めている。
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15.6% 77.6%

※居住世帯のある住宅(スライド03～05同じ)
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04 県における建築の時期別建て方別住宅数(ストックベース)

■1981年以降に建築された住宅(新耐震)の約６割が共同住宅。

■2001～2010年より共同住宅が減少に転じている。

新耐震

2023(R5) 住宅・土地統計調査

旧耐震

54% ： 1% ： 45%
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05 県における所有の関係別住宅の建築時期(ストックベース)

■公営借家、UR・公社の借家は198０年以前に建築された住宅(旧耐震)が多い。

■民営借家、給与住宅は1981年以降に建築された住宅(新耐震)が多い。
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06 県･全国の専用住宅の規模の推移

■県の１住宅当たりの延べ面積・居住室数とも全国平均を下回る。

■１住宅当たり延べ面積は増加傾向(全国では横ばい)であるが、１住宅当たり居住室数は減少傾向。
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07 県における太陽光を利用した発電機器等がある住宅

■持ち家において、太陽光を利用した発電機器がある住宅数及び二重サッシ又は複層ガラスの窓がある
住宅数の増加が大きい。
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08 県における非木造共同住宅のEV･ｵｰﾄﾛｯｸ設置割合

■公営の借家・民営借家において、EV設置割合が低い。

■オートロック式の共同住宅の割合が、48.5％で全国平均(44.2％)より高い。
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09 県における持ち家世帯率の推移･世帯の年間収入階級別持ち家世帯率他

■持ち家世帯率は全国平均より低いものの、その差は縮小している。

■世帯の年間収入が１５０万円以下の持ち家世帯率が低く、500万円以上になると年収に比例して
持ち家世帯率は高くなる。

■持ち家世帯率は30歳代での上昇が顕著である。
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10 県における家計を主に支える者の通勤時間別割合他

■県の通勤時間が１時間を超える者が31.9％で全国平均(14.9％)を大きく上回る。

■公営、民営借家に住む者より持ち家に住む者の方が、通勤時間が１時間を超える割合が高い。
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2023(R5) 住宅・土地統計調査
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11 県における家計を主に支える者の従前の居住形態､現在の居住形態別移動世帯の畳数の割合他

■移動世帯の約6割が借家からの移動。（2019年以降入居世帯）

■１人当たりの居住室の畳数は増加が続いている。
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12 県における借家の１か月当たり家賃他

■１か月当たりの家賃・間代及び共益費・管理費は、ともに公営の借家、給与住宅が低い。

2023(R5) 住宅・土地統計調査
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13 県における年収別借家における家賃負担率30％以上の世帯割合

■世帯年収200万円未満でUR・公社、民営借家共、家賃負担率30％以上の世帯が7～8割いる。

■世帯年収200万円未満で公営住宅、家賃負担率30％以上の世帯は、15.6％と低い。
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14 県における住宅の所有関係別最低居住面積水準未満の世帯割合他

■最低居住面積水準に満たない世帯は、民営借家(21.2％)に多い。

■誘導居住面積水準に満たない世帯は、持ち家世帯でも約３割を超えている。

2023(R5) 住宅・土地統計調査
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最低居住面積水準 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １）単身者２５㎡ ２）２人以上の世帯１０㎡×世帯人数＋１０㎡
都市居住型誘導居住面積水準（対象：共同住宅） ・・・・・ １）単身者４０㎡ ２）２人以上の世帯２０㎡×世帯人数＋１５㎡

一般型誘導居住面積水準（対象：共同住宅以外）・・１）単身者５５㎡ ２）２人以上の世帯２５㎡×世帯人数＋２５㎡
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15 県における住宅の建て方別高齢者世帯数他

■高齢単身世帯は、共同住宅の割合が多く、高齢夫婦世帯は一戸建て住宅の割合が多い。
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県における住宅の建て方別高齢者世帯数 （世帯）
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0.2%
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高齢単身世帯

高齢夫婦世帯

県における高齢者世帯の世帯別住宅の建て方割合

一戸建 長屋建 共同住宅 その他

2023(R5) 住宅・土地統計調査
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16 県の住宅の所有別高齢者世帯数他

■高齢単身世帯の約７割が持ち家で、約３割が借家等。

■高齢夫婦世帯の約９割が持ち家で、約１割が借家等。
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県おける高齢者世帯別住宅の所有関係別割合

持ち家 公営の借家 ＵＲ・公社の借家 民営借家 給与住宅
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2023(R5) 住宅・土地統計調査
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17 県における高齢者世帯別居住面積水準以上の世帯の割合他

■高齢夫婦世帯は、最低居住面積水準以上の割合が高い(98.7％)。

■高齢者世帯が居住する共同住宅のEV設置割合は、全国平均より低い。

48.8%

61.7%

52.4%

67.9%

26.9%

34.6%

22.4%

30.4%

0% 20% 40% 60% 80%

高齢単身世帯

高齢夫婦世帯

高齢単身世帯

高齢夫婦世帯

神
奈

川
県

全
国

県における高齢者世帯が居住する

共同住宅のＥＶ等設置割合

EV有り

高齢者対応型共同住宅

2023(R5) 住宅・土地統計調査

91.3%

98.7%

76.0%

81.2%

42.8%

50.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高齢単身

高齢夫婦

県における高齢者世帯別

居住面積水準以上の世帯の割合

最低居住面積 都市居住型面積 一般型面積

最低居住面積水準 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １）単身者２５㎡ ２）２人以上の世帯１０㎡×世帯人数＋１０㎡
都市居住型誘導居住面積水準（対象：共同住宅） ・・・・・ １）単身者４０㎡ ２）２人以上の世帯２０㎡×世帯人数＋１５㎡

一般型誘導居住面積水準（対象：共同住宅以外）・・１）単身者５５㎡ ２）２人以上の世帯２５㎡×世帯人数＋２５㎡
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18 県における高齢者世帯別子の居住地比率

■同じ建物、敷地で暮らす割合は減少傾向にある。

■高齢夫婦世帯の片道１時間未満の場所に子が居住している世帯の割合は約60％
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同じ建物、敷地 徒歩5分程度 片道15分未満 片道1時間未満 片道1時間以上 子はいない

住宅・土地統計調査
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19 県における子育て世帯の住宅の種類

■子育て世帯は、一般世帯と比較すると民営借家の割合が高い。子

58.71% 57.47%

2.15% 0.79%

1.80%
1.43%

29.98% 36.50%

2.50%
3.81%4.85%
0.00%
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100%

一般世帯 子育て世帯

県における子育て世帯※の住宅の種類

持ち家 公営の借家 ＵＲ・公社の借家 民営の借家 給与住宅 その他

※子育て世帯：家計を支える者３９歳以下で夫婦、男・女親と子どもから成る世帯

2023(R5) 住宅・土地統計調査
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20 県における子育て世帯の世帯収入他

■住宅の一次取得者層である子育て世帯の世帯収入は改善が見られる。

■不動産価格指数のマンション価格指数は上昇傾向。
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住宅・土地統計調査
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21 県における保育所等利用待機児童数の推移

■待機児童数は、近年減少傾向
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県における保育所等利用待機児童数の推移

県所管区域 政令・中核市

県次世代育成課資料

（人）

※H29年３月31日付通知で待機児童の定義が変更されたが、H29年10月１日現在の調査までは改正後の調査要領によりがたい場合、改正前の調査要領によることができるとされたため、
一部改正前の調査要領により集計した。
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22 全国の理想の子ども数を持たない理由

■予定子ども数が理想子ども数を下回る夫婦について、「家が狭いから」をあげる人が一定程度いる。

内閣府 2023(R4)年版少子化社会対策白書

理想の子ども数を持たない理由（全国）



1956 1961 1966 1971 1976 1981 1986 1991 1996 2001 2006 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

市町 4,069 6,268 7,664 9,985 11,911 13,176 13,547 14,066 14,526 15,107 15,900 13,423 13,546 13,459 13,437 13,437 13,387 13,341 13,281 13,195 13,091 13,054 12,960 12,807 12,701

政令市 7,265 10,930 15,463 21,097 28,907 31,351 33,283 35,024 37,290 41,465 45,751 49,709 49,781 49,829 49,528 49,528 49,884 49,773 49,866 50,022 50,118 50,050 49,968 49,911 49,896

県営 4,751 7,426 12,125 21,122 32,125 36,321 38,322 40,425 42,075 43,890 44,653 44,723 44,439 44,528 44,671 44,618 44,567 44,663 44,665 44,664 44,792 44,527 44,433 44,075 43,729

計 16,085 24,624 35,252 52,204 72,943 80,848 85,152 89,515 93,891 100,46 106,30 107,85 107,76 107,81 107,62 107,58 107,83 107,77 107,81 107,88 108,00 107,63 107,36 106,79 106,32

0
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100,000

120,000
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県における公営住宅管理戸数 推移

市町

政令市

県営

※2010年度より相模原市が政令市に移行 ～2001 「かながわの公営住宅」 2002～ 「かながわの住宅」

（年度）

23

23 県における公営住宅管理戸数推移

■県内の公営住宅供給量（管理戸数）は２０２０年がピークとなっている。

ここからは１年毎データここまでは５年毎データ
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24 県における世帯数に対する公営住宅戸数割合 各都県比較

■総世帯に占める低所得世帯数(年収200万未満)割合において、県は比較的低い状況(13.0％)

■総世帯に占める公営住宅戸数割合は低いが、低所得世帯に対しての割合はやや高い状況(16.6％)

2023(R5) 住宅・土地統計調査
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公営住宅戸数／低所得者世帯数(年収200万未満)

低所得者世帯数(年収200万未満)／総世帯数
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25 県における年齢別住宅所有関係(世帯数)

■35～39歳と40～44歳とで持ち家と民営借家の世帯数の大小が逆転している。

■公的借家の世帯数は少ないものの、年齢に比例して増加している。
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2020(R2) 国勢調査
※不詳者部分を補正した

(世帯)
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26

26 県における年齢別住宅所有関係(世帯数)

■単独世帯では、持ち家と民営借家の逆転が55～59歳と60～64歳の間で起こるが、
単独以外の世帯では、30～34歳と35～39歳の間で起こっている。

■単独世帯では、持ち家の増加が単独以外の世帯に比べ緩やか。

2020年 単独世帯の年齢別の住宅所有関係

0
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100,000

150,000

200,000

250,000

2020年 単独以外の世帯の年齢別の住宅所有関係
(世帯)

2020(R2) 国勢調査
※不詳者部分を補正した
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27 他所属の計画における住まいに関する内容

■他所属の計画に触れる意図

県内の住まいに関する状況の紹介の一つとして、住生活基本計画の上位計画や、
住まいと関係性が深い交通関連の計画の一部を取り上げる。

■取り上げる計画

‣ 総合計画「新かながわグランドデザイン」

‣ かながわ都市マスタープラン

‣ かながわ交通計画

住生活基本計画の上位計画
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28 他所属の計画における住まいに関する内容

神奈川県の総合計画 「新かながわグランドデザイン」

総合計画
「新かながわグランドデザイン」

かながわ都市マスタープラン
(総合計画を支える都市づくり分野での基幹的な計画)

■ 神奈川県住生活基本計画

（賃貸住宅供給促進計画とマンション管理適正化推進計画 を含む）

■ 神奈川県高齢者居住安定確保計画
（高齢者向けの住まいや居住支援に関する計画）

■ 地域住宅計画（神奈川県地域）
（市町村営住宅も含めた公営住宅の整備等に関する事業計画）

■ 神奈川県県営住宅 健康団地推進計画
（県営住宅の建替えや維持管理、健康づくり等に関する計画）

かながわの住宅計画
(住宅政策に関する部門別計画)

※下記の４計画で構成

計画の体系図

■ 総合計画は、県政運営の総合的・基本
的指針として、神奈川の将来のあるべき
姿を描き、それに向けて県がどのような
政策を展開するのか、県民に対し示すも
の。

■ 基本構想の目標年次は2040(令和22)。

■ 実施計画は、基本構想の実現に向け、
2024(令和６)年度から2027(令和９)年度
までの４年間に取り組む政策を示す。

■ 県の重点施策を分野横断的にとりまと
め、ねらいや具体的な取組などを示す
「プロジェクト」、県の制作の全体像を
総合的・包括的に示す「主要施策」など
で構成。
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29 他所属の計画における住まいに関する内容

神奈川県の総合計画 「新かながわグランドデザイン」
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30 他所属の計画における住まいに関する内容

神奈川県の総合計画 「新かながわグランドデザイン」

※MaaS:地域住民や旅行者一人一人の移動ニーズに対応して、複数の公共交通や
それ以外の移動サービスを最適に組み合わせて検索・予約・決済等を一括
で行うサービス
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31 他所属の計画における住まいに関する内容

神奈川県の総合計画 「新かながわグランドデザイン」



32

32 他所属の計画における住まいに関する内容

かながわ都市マスタープラン

総合計画
「新かながわグランドデザイン」

かながわ都市マスタープラン
(総合計画を支える都市づくり分野での基幹的な計画)

■ 神奈川県住生活基本計画

（賃貸住宅供給促進計画とマンション管理適正化推進計画 を含む）

■ 神奈川県高齢者居住安定確保計画
（高齢者向けの住まいや居住支援に関する計画）

■ 地域住宅計画（神奈川県地域）
（市町村営住宅も含めた公営住宅の整備等に関する事業計画）

■ 神奈川県県営住宅 健康団地推進計画
（県営住宅の建替えや維持管理、健康づくり等に関する計画）

かながわの住宅計画
(住宅政策に関する部門別計画)

※下記の４計画で構成

計画の体系図

■ 概ね20年後を展望した｢神奈川の県土･
都市像」を都市づくりの分野から描き、
その実現に向けて広域的な都市づくりの
基本方向を示すことによって、土地利
用、社会資本整備、市街地整備を総合的
かつ計画的に推進することを目的。

■ 「環境共生」と「自立と連携」の２つ
の県土・都市づくりの方向性に沿って、
都市環境と自然的環境が調和したメリハ
リある県土の形成を図るとともに、個性
的で自立的な都市の発展と県外や都市圏
域相互における人、モノ、情報のネット
ワークの充実を図ることをめざす。
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33 他所属の計画における住まいに関する内容

かながわ都市マスタープラン

計画に掲載のコラム ➡ 資料３－２
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34 他所属の計画における住まいに関する内容

かながわ交通計画

総合計画
「新かながわグランドデザイン」

かながわ都市マスタープラン
(総合計画を支える都市づくり分野での基幹的な計画)

かながわ交通計画
(交通施策に関する部門別計画)

計画の体系図

■ 2040年代前半(概ね20年後)の総合的な
交通ネットワークの形成をめざし、神奈
川における望ましい都市交通を実現する
ための交通施策の基本的な方向を示した
もの。

■ 県土・都市づくりを支える交通網の整
備に取り組む一方で、あらゆる人が安全
･安心に、自由に移動できるよう、身近
な移動を支える地域交通ネットワークの
形成を図ることに重点を置いている。

■ 計画を指針として、市町村や交通事業
者など多くの関係者と連携した交通施策
を展開していく。
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35 他所属の計画における住まいに関する内容

かながわ交通計画

計画の対象
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36 他所属の計画における住まいに関する内容

かながわ交通計画

■ 近年､デジタル化の進展は著しく､スマートフォンが普及したことにより､人の活動
は大きく変わっており､インターネットを通じて買い物をすることが増えている。

働き方・ライフスタイルの変化

2018( )

2008( )
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37 他所属の計画における住まいに関する内容

かながわ交通計画

■ 全体では､2008年まで大きな変化はなかったが､2018年の調査では､2008年と比較し､
約10ポイント減少した。特に20～24歳で大きく減少し､ほぼすべての年齢層で外出率
が減少している傾向にある。

人の動き（外出率）
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38 他所属の計画における住まいに関する内容

かながわ交通計画

■ 1988年以降、県内における鉄道分担率は上昇傾向が続き、2018年には31.3％に達
した。一方、自動車分担率は 1998年以降、低下傾向となっており、2018年には
25.9％まで下がり、鉄道分担率が自動車分担率を初めて上回った。

人の動き（交通手段）
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39 他所属の計画における住まいに関する内容

かながわ交通計画

■ いずれの都市圏域においても鉄道分担率は高まってるが、鉄道分担率が自動車分
担率を上回っているのは、川崎・横浜都市圏域のみ。県西都市圏域では、鉄道網の
密度が低いこともあり、自動車分担率が約５割となっている。

人の動き（交通手段）
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40 他所属の計画における住まいに関する内容

かながわ交通計画

人の動き（免許保有と交通手段）

■ 高齢者の免許保有者は､
自動車分担率が高い傾向に
あり､免許保有率が高い県
西都市圏域では､免許保有
者における自動車分担率が
７割を超える。
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41 他所属の計画における住まいに関する内容

かながわ交通計画

人の動き（交通手段）
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42 他所属の計画における住まいに関する内容

かながわ交通計画

人の動き（交通手段）
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43 他所属の計画における住まいに関する内容

かながわ交通計画

公共交通手段の維持・確保

高齢化の進行や人口減少により、通勤通学者の
減少や運転手などの担い手不足が加速していま
す。

既に、県内の一部の路線バスにおいても、上記
を起因とする減便や廃止などが発生しており、公
共交通の確保やサービス水準の維持が、今後、困
難になることが想定されます。

一方で、高齢化の進行に伴い、自動車運転免許
の自主返納の増加などにより、地域公共交通の維
持・確保が更に重要性を増してきています。

※以下、計画の一部を抜粋
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44 他所属の計画における住まいに関する内容

かながわ交通計画

高齢化の進行や人口減少に対応し、商業や医療・福祉などの都市機能を集約

したまちづくりを進める上で、バス・タクシーなど既存の公共交通に加え、

様々な民間輸送サービスを活用し、地域を中心とした利便性の高い交通サービ

スの確保をめざします。

いのちが輝き誰もがその人らしく暮らすことのできる地域社会を実現する

ため、ICT の発展などにより導入が期待される MaaS や AI オンデマンド交

通、自動運転技術などの新たな交通サービスの活用を図りながら、まちづく

りにあわせて地域のニーズに対応した移動環境の充実をめざします。
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45 他所属の計画における住まいに関する内容

かながわ交通計画

地域公共交通の維持・確保

交通需要の多い都市部等においては、利用者ニーズに合った地域公共交通の効率

化や利便性の向上を図ります。

また、収益性が確保できない地方部では、スクールバスや企業などの送迎バスの活

用などを検討し、地域の輸送資源を総動員して、地域公共交通の維持・確保を図り

ます。

新たな交通サービスの導入

利便性の高い移動環境を実現するとともに、公共交通の利用促進や観光における

効率的な移動手段の確保などに寄与する、MaaS の提供・活用などを促進します。

また、多様化する移動ニーズに対応し、地域における手軽な移動手段となるス

マートモビリティ(MaaS、AIオンデマンド交通、超小型モビリティ、シェアサイク

ル、電動キックボード、グリーンスローモビリティ、空飛ぶクルマなど)など、新

たな交通サービスの導入を促進します。


